


































282.2 137.2 145.0 11.7
376.5 198.3 178.2 7.7
1674.4 822.1 852.3 11.2
206.4 97.5 108.9 9.8
381.4 181.2 200.2 12.8
416.0 232.2 192.8 14.9
535.5 261.4 274.1 17.3
738.5 309.4 429.1 26.5
1027.9 475.2 552.8 27.3
1154.4 620.9 533.5 31.4
1655.3 849.4 805.9 37.4
2367.3 1210.4 1156.9 45.4
2899.0 1510.6 1388.4 42.9
3239.5 1837.1 1402.4 34.9
4742.9 2492.0 2251.0 44.5
5096.5 2661.0 2435.5 44.1
6207.7 3256.0 2951.7 50.0


















































































73.9 102.8 115.4 165.5 236.6 289.9 324.1 474.3 509.8 602.8 851.0
15.4 30.2 40.9 58.1 41.8 40.7 45.3 54.0 56.1 69.2 87.4
20.8 29.4 35.5 35.1 17.7 14.0 14.0 11.4 11.0 11.5 10.3
17.2 19.0 16.6 25.4 48.0 34.0 57.9 83.2 87.8 102.1 133.6
23.3 18.5 14.4 15.4 20.3 11.7 17.9 17.6 17.2 16.9 15.7
7.4 10.1 11.8 17.5 35.4 42.9 54.8 74.5 80.5 97.2 126.3
10.0 9.8 10.2 10.6 15.0 14.8 16.9 15.7 15.8 16.1 14.9
－ － － 6.6 16.4 19.0 20.5 30.5 32.3 44.7 58.4
－ － － 4.0 6.9 6.6 6.3 6.4 6.3 7.4 6.9
0.5 0.6 0.5 5.0 6.2 5.7 21.3 34.5 36.0 44.1 63.2
0.7 0.6 0.4 3.2 2.6 2.0 6.6 7.3 7.1 7.3 7.4
19.5 21.8 22.2 27.5 43.8 51.5 59.8 86.3 97.7 110.3 157.8
26.4 21.2 19.2 16.6 18.5 17.8 18.6 18.2 19.2 18.3 18.6

































239.8 144.4 150.6 117.6 77.4 18.0
47.9 27.1 19.2 12.9 26.5 12.8
117.4 72.6 84.1 50.1 28.3 18.7
160.0 102.3 98.1 64.9 52.9 31.9
120.9 102.9 51.0 65.3 65.9 34.9
694.4 192.0 107.0 79.1 581.2 110.7
937.6 432.1 106.7 92.7 826.8 337.7
816.1 548.1 79.6 126.7 732.8 417.2
632.0 585.6 83.9 110.0 521.0 454.6
711.3 593.6 － 100.0 623.8 407.2
719.8 496.7 － － 692.0 468.8
847.5 550.0 － － 827.7 527.4
1169.0 561.4 － － 1150.7 535.1
－ 6795.6 － 1471.6 － 4997.6
年
契約金額
合　　　　計 対 外 借 款 直 接 投 資







































































































































































1.70 0.35 1.05 1.70 0.35 1.05
0.88 0.44 0.68 0.88 0.44 0.68
0.63 0.44 0.55 0.80 0.44 0.64
1.40 0.58 1.06 1.40 0.58 1.06
3.21 0.58 2.17 3.21 0.58 2.17
2.04 0.60 1.49 2.04 0.60 1.49
2.28 0.83 1.71 2.28 0.83 1.71
3.70 0.96 2.47 3.70 0.96 2.47
4.38 1.12 2.94 5.03 1.12 3.31
4.88 1.40 3.32 6.54 1.40 4.23
6.10 1.79 4.16 9.84 1.79 6.20
7.72 1.55 4.83 12.95 1.55 7.60
8.93 1.43 5.36 16.47 1.43 9.32
9.15 1.51 5.50 17.22 2.18 10.02
8.85 1.52 5.32 17.40 2.98 10.46
8.38 1.56 5.20 17.87 3.02 10.95
7.96 1.52 4.85 18.39 3.42 11.15
7.56 1.58 4.65 17.94 3.93 11.13
6.73 1.48 4.24 17.59 4.01 11.15
年



























































384.2 75.2 459.2 309
194.5 84 278.5 110.5
157.8 89.9 247.7 67.9
425.5 127.8 553.3 297.7
986.8 115.9 1,102.7 870.9
811.3 144.2 955.5 667.1
1,226.5 288.9 1,515.4 937.6
2,242.2 478.7 2,720.9 1,763.5
2,896.5 586.9 3,483.4 2,309.6
3,278.3 765.4 4,043.7 2,512.9
4,667.2 1,125.9 5,793.1 3,541.3
6,287.9 1,119.0 7,406.9 5,168.9
7,585.4 1,103.6 8,689.0 6,481.8
8,517.2 1,858.7 10,375.9 6,658.5
9,882.8 3,091.4 12,974.3 6,791.4
9,717.6 3,059.8 12,777.4 6,657.8
9,715.1 3,915.4 13,630.5 5,799.7
9,364.1 4,110.5 13,474.6 5,250.9
5,256.0 2,832.5 8,088.5 2,423.5
















172,447 2,787.74 53.71 162
36,345 358.52 6.91 99
22,242 368.65 7.10 165
15,659 275.93 5.32 176
7,036 261.08 5.03 371
8,876 118.78 2.29 134
1,944 124.84 2.41 642
1.585 56.44 1.09 356
26,962 837.52 16.14 311
293,097 5,189.50 100.00 177
国、地域 件数
契約金額
（億ドル）
比率
（％）
平均規模
（万ドル）
図表5 中国の外資導入国・地域別の統計（1979-97年6月）
資料）（財）交流協会『大陸への投資拡大による両岸経済関係への影響と今後の課題』
p107，1998年3月より作成。
見られる。本来の投資特徴とする第３国向け生産を行う中小企業から、国内市場を目的と
した商品の生産を行う大企業にシフトしてきた。そのなかで特に企業グループの対中国大
型プロジェクト投資が積極的に進出したため、既述したように1996年の対中投資件数の対
前年比は49％も減少したものの、総投資額は逆に12％増となった。
以上のような状況の中で、台湾企業の対中投資が活発に行われ、中台貿易も急速に拡大、
変化しつつある。台湾の対中国輸出が増大した結果、台湾の貿易パターンが変わってしま
った（図表６参照）。すなわち、従来台湾の基本的な貿易パターンとする日→台→米の流
れから、日→台→中→米の流れに変化した。
さらに、産業構造変化の視角から見ると近年台湾の対中国輸出項目のなかに機械設備、
中間財などが大半を占めているため、台湾自身の部品自給力が高まっており、日本への依
存度が相対的に低下しつつある。海峡両岸は最初に商品貿易の段階から生産資源要素の移
転段階に移行したことになる。さらに、日台間の国際分業体制における近年台湾からの情
報関連財部品をはじめとする機械機器などの日本への輸出量を増加しているため、すでに
動態的水平分業あるいは産業内垂直分業の方向に進展しているのである4。
台湾の労働集約型産業の中国への移転により、中台間の補完的な経済関係が形成され、
台湾の産業高度化の実現、産業全体の競争力を維持することができた。そのうえ、台湾企
業の中国での現地生産の拡大と第３国を経由しての対米間接輸出に伴って、台湾とアメリ
カの貿易摩擦を緩和、沈静化させた。
以上、中台経済交流の経緯を見てきて、これからより一層の安定かつ活発な交流関係を
実現するために、良好な相互信頼関係を築かなければならない。
Ⅲ．むすびにかえて
外資導入の急増によって、中国経済の成長が促されたことは疑いがない。しかし、それ
ぞれの外資について必ずしも「経済的」、「社会的」に効果的な結果が出るとは限らない。
例えば、地域的な産業の格差や所得の格差、地方政府間歳入の格差などがある。このよう
な問題点について簡単に見てみよう。
第１は、実は地域間格差の問題云々ばかりのみならず、同じ経済特区の中での問題も少
なくない。
中国の「改革・開放」政策下の対外経済開放政策について
―　　―113
4 日本の対アジア直接投資のシェアは、特に1990年代に入ってから高まったものの、1997年のアジア金
融危機以降大幅に減少した。こうしたなかで、日本とアジアとの貿易関係は、かつてのような「垂直
貿易型」から「水平貿易型」に変化してきた。経済企画庁編『平成12年版経済白書』、水橋［1993］
「台湾における貿易構造の変化」渡辺編参照。
例えば、５つの経済特区の中でリーダーのポジションとなる「深 経済特区」の場合、
経済特区戦略が見事に成功したが、高賃金に引かれた特区外から労働者の流入が、1989年
だけで150万人以上がいたと言われている。その中の大部分は不法流入労働者であった。
結局、経済特区の農民のほとんどは郷鎮企業、外資系企業で勤めているため、農業や雑
業などを不法流入労働者逹に任せた。こうしたことから、地域内の所得格差がもたらされ
た。
第２は、経済特区は、地域内での雇用を創出したにもかかわらず、国土が広い中国にと
って、他地域に対して工業化の展開を誘発するいわば、「産業の前方・後方連関効果」が
必ずしも生じたと言い難い。
第３は、従来は「地方財政一括税制」によって税制が行われたため、中央政府からの歳
入よりも直接に企業からの税収を得る地方政府歳入のほうが高くなっている。1990年代中
ばの税制改革は税制を中央と地方にはっきりと分けて、中央政府が税収およびその管理権
限を強化している。しかし、地方自治権の拡大の中で、沿海地域の「地方財政余剰」を中
央に還元させることにより、中央財政の資源配分および所得再分配機能を強化させること
が必ずしも生じない。
また、いわゆる「諸侯経済」5が存在しているために、統一市場があまり形成されていな
い問題もある。
第４は、外資急増が中国のインフレ圧力になっていることである。
そのために、1994年から一連の「外資利用管理法」および「外資導入規制」を強化する
政策が採られた。しかし、それらの政策の導入がやもえないと言いながら、気まぐれに政
策を変更させることになれば、外資企業はそれに対応仕切れなくなる。
以上の分析の通り、「沿海地域発展戦略」に対する評価はまだ尚早と言えるかもしれな
いが、しかし、「沿海地域経済特区」が目覚ましい発展を遂げてきたことは看過できない。
経済発展のためにもっとも重要な資本蓄積のメカニズムに対して、既に（新潟経営大学
紀要第11号で）述べたような「農村」および「郷鎮企業」の貢献のみならず、「外国資本」
の役割も重視しなければならない。しかし、日本の経済発展の経験を照らしてみると、中
国の長期的経済開発・発展は、むしろ「国内市場」と「輸入代替」に重点を置くべきであ
る。このような「内発的発展」パターンを実現しなければ、持続的な「外発的発展」はあ
―　　―114
5 「諸侯経済」とは封建時代の地方の独立的な権力者「諸侯」を連想させることから名付けられた用語
である。すなわち、省や県のレベルの政府が自らの域内における商品の販売、購入を優先させ、他地
域の商品の流入また他地域への原材料などの流出を権力的に阻止することである。
りえないのである。
1978年に中国は「改革・開放」経済体制に移行してきて以来、常に企業にとっては対応
できない気まぐれな経済政策の変更、いわば「朝令暮改」の政策手段で外資導入規制政策
や税制の改正などが行われたのである。結局、それらを改善しない限り中国自身の経済は
勿論、世界経済にも大きな影響を及ぼすし、さらに中国市場に進出している外国企業もダ
メージを受けるはずである。
長期的に国民経済の発展に対処するために、外国資本の流入を拡大することのみならず、
同時に、例えば（様々な）原材料市場、財市場、金融市場、労働市場など（政治、社会を
含む）の「諸制度の法整備」と「改革」が用意されなければならない。それらについての
研究は次の機会に譲りたい。
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